
子育て環境の充実に関する特別委員会  議事次第  

 

 

令和６年６月 26日 (水 ) 

午 後 １ 時 3 0 分 ～  

於 ： 第 ２ 委 員 会 室  

 

 

１  開   会  

 

 

２  所管事項の調査  

 

「子育てにやさしい職場づくりについて」  

参考人：株式会社ウエダ本社  

代表取締役社長  岡村  充泰  氏  

 

 

３  閉会中の継続審査及び調査  

 

 

４  今後の委員会運営  

 ○  管外調査  

   日   程：令和６年８月 28 日（水）～ 29 日（木）  

 

 

５  そ  の  他  

 

 

６  閉   会  



総合政策室企画参事 三 嶋 孝 佳

男女共同参画課長 里 友 宏

健康福祉部副部長（子育て・福祉担当）兼
こども・子育て総合支援室長

東 江 赳 欣

こども・子育て総合支援室企画参事 西 田 一 慶

労働政策室企画参事 明 石 俊 一

（ 計 ５ 名 ）

【商工労働観光部】

子育て環境の充実に関する特別委員会　出席要求理事者名簿
（令和６年６月府議会定例会）

【健康福祉部】

【総合政策環境部】

【文化生活部】



商工労働観光部労働政策室

令和6年6月26日 子育て環境の充実に関する特別委員会 理事者説明資料
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現状と課題「共働き世帯の増加」

２

○ 共働き世帯数は40年間で約２倍に増加。

共働き世帯と専業主婦世帯数の推移（全国）

（万世帯）

（出典）総務省「労働力調査」
（2000年以前は総務省「労働力調査特別調査」）

1,114 

517 

614 

1,278 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1
9
8
0
年

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

専業主婦世帯

共働き世帯



0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1987年 1992年 1997年 2002年 2005年 2010年 2015年 2021年

結婚→出産→仕事を続ける 結婚→出産→退職→再就職

結婚→出産→退職→専業主婦 独身のまま仕事を続ける

結婚→仕事を続ける（出産しない）

現状と課題「理想のライフコースの変化」

３

○ かつては、結婚・出産の後に女性が専業主婦になるライフコースを希望している者が多かったが、現在は仕事との
両立（産後の再就職含む）を望む者が最多となっている。

女性の理想のライフコース
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男性がパートナーに望むライフコース

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「2021年 出生動向基本調査」

結婚・出産・仕事をめぐる理想の人生（全国）

（％）

（％）



４

（出典）
株式会社明治安田総合研究所「25～44歳の子育てと仕事の両立-出産・子育てに関する調査より-」（2018年6月）より内閣府において作成。
全国の25～44歳の男女12,221人を対象に、年３月に、WEBアンケート調査を実施。
子どもがいる既婚女性のうち、第１子の妊娠・出産を機に仕事を辞めた女性1,139人が回答。

第１子の妊娠・出産を機に仕事をやめた理由
第１子の妊娠・出産を機に仕事をやめた理由では、「子育てをしながら仕事を続けるのは大変だったから」が52.3％で最も高く、「子
育てに専念したかったから」、「自分の体や胎児を大事にしたいと考えたから」が続いている。
（第１子の妊娠・出産を機に仕事をやめた理由 （子どもがいる25～44歳の既婚女性：複数回答））
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子育てをしながら仕事を続けるのは大変だったから

子育てに専念したかったから

自分の体や胎児を大事にしたいと考えたから

職場の出産・子育ての支援制度が不十分だったから

子どもの体調の悪いときなどに休むことが多かったから

保育所など，子どもの預け先を確保できなかったから

夫や家族などの家事・子育てのサポートが得られなかったから

夫や家族が仕事を続けることに賛成しなかったから

職場に復帰しても仕事の内容が出産前と異なりそうで不満だったから

（％）



５

（出典）
令和３年度京都府『子育てにやさしい職場づくり事業の推進に係る府内事業者及び大学生向け実態調査』
対象：府内の大学・短大等の学生（922件の回答）

学生が就職先の検討で重視すること
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会社の雰囲気がよいこと

好きな仕事ができること

労働時間が適正であること

福利厚生が充実していること

休暇制度が充実していること

賃金がよいこと

就職先（会社等）に将来性があること

自分の能力を発揮できる仕事であること

今までの学びや経験が活かせる仕事であること

通勤が便利なこと

育児や介護をしながらでも働ける職場であること

充実した研修制度があり人材育成に熱心であること

取得した資格が活かせる仕事であること

経営者・企業の理念に共鳴できること

転勤がないこと

企業イメージが良いこと

出身地で働けること

テレワーク環境が整備されていること

大企業であること

知名度が高いこと

その他

（％）

N= 873



誰もが働き
やすい職場
づくりの推進

多様な働き方の
実現

企業の魅力の
向上

人材確保
人材定着

「職場づくり」の考え方

６



子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言
企業が子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具体的な行動を宣言し、実践する取組

従業員に対して宣言

キッズスペースを整備し、子連れ出勤を可能にします。

時間単位で年次有給休暇を付与します。

男性育休取得促進のためのセミナーを開催します。

不妊治療等に関する休業・休暇を制度化します。

個々の事情に応じた働き方を選択できるよう、テレワークの仕
組みを導入します。

宣
言
の
例

実
践

行動
宣言

補助金で支援

R６.5.31現在

2,511社

７



8

多様な働き方推進事業費補助金



＜取組状況＞

令和元年度実績：６２社・４グループ
（主な内容）○時間単位年休制度の導入：９社 ○子連れ出勤のための施設整備：２社

○テレワークの導入：24社 ○研修会の共同開催：３社

令和２年度実績：１０３社・１グループ
（主な内容） ○時間単位年休制度の導入：11社 ○子連れ出勤のための施設整備：11社

○テレワークの導入：92社 ○研修会の共同開催：１社

令和3年度実績：
・子育てにやさしい職場づくりコース：46社・3グループ
（時間単位年休制度の導入・子連れ出勤等）

・テレワークコース：98社

令和4年度実績：
・子育てにやさしい職場づくりコース：47社・１グループ
（キッズルームの設置、時間単位年次有給休暇の導入、生産性向上設備の導入等）

・テレワークコース：90社

【補助対象事業例】

●時間単位年休制度の導入

●子連れ出勤のための託児スペースの整備

●テレワークの導入

●多様な働き方の理解促進に向けた
社内研修の実施

●人材確保に向けた、
新たに実施する上記取組の発信

令和５年度実績：
・子育てにやさしい職場づくりコース：52社・１グループ
（キッズルームの設置、時間単位年次有給休暇の導入、生産性向上設備の導入等）

・病児保育コース：13社、育児休業取得促進コース：５社

・テレワークコース：54社

9

多様な働き方推進事業費補助金



抱えていた課題・問題点 ・⼦の看護のため欠勤する従業員 →収入の減少を何とかしたい
・企業内保育はハードルが高い

取組内容 ・事務所内にキッズスペースを整備、子連れ出勤制度をスタート

取組の効果・従業員の
声

・コロナ禍で保育園に子供を預けられなくなった社員なども利用。
・社員からは「⽋勤せずに働ける」、「キッズスペースがあってよかった。」との声。

■製造業（従業員38人）

抱えていた課題・問題点 ・育児及び介護を抱えた従業員から、退職の申し出あり。

取組内容 ・在宅勤務制度及び時間単位の年次有給休暇制度の導入。

取組の効果・従業員の
声

・当該従業員は仕事を続けることができた
・年次有給休暇を時間単位で取得できるようになったことで、年休申請をしやすくなった。
（年休取得率 補助金活用前：45％ ⇒ 補助金活用後：58％）

■製造卸業（従業員２７人）

抱えていた課題・問題点 ・旅館業は宿泊客第一のため業務スケジュール調整が困難
・「半日」又は「１日」単位の有給休暇は申請しにくいとの声

取組内容 ・就業規則を改正し、時間単位年次有給休暇制度を導入

取組の効果・従業員の
声

・「他の従業員に気兼ねなく年休を活用できるようになった」との声
（７月～８月における年次有給休暇の取得率が前年と比較して20％以上上昇）

■旅館業（従業員４人）

■サービス業（従業員２人）

子育てにやさしい職場づくりコース

子育てにやさしい職場づくりコーステレワークコース

子育てにやさしい職場づくりコース

子育てにやさしい職場づくりコース

抱えていた課題・問題点 ・幼稚園の急な休園等で、出社できなくなる職員複数。
・一部の職員の負担増

取組内容 ・子連れ出勤を可能とするため社内にキッズスペースを整備

取組の効果・従業員の
声

・年次有給休暇を休園対応以外にも活用できるようになった
・子どものいない職員への負担も減少 ・会社全体の雰囲気がよくなった

10

多様な働き方推進事業費補助金の活用事例



（補助対象事業）
労働者の仕事と家庭の両立支援に役立つサービスを府内企業等に対して

提供する事業
（補助率・補助上限額）

補助率：1/2 ・ 補助上限：300万円
<取組状況>

令和２年度実績
○子連れコワーキング、サテライトオフィス等の設置・運営
：３件（京都市：２件、舞鶴市：１件）
○テレワークシステムの開発・提供：１件

令和３年度交付実績
○子連れコワーキング、サテライトオフィス等の設置・運営
：４件（京都市：３件、京丹後市：１件）

令和４年度交付実績
○子連れコワーキング、助産師による男性宿泊学習
：４件（京都市：４件）

府内において子育てにやさしい職場環
境づくりサービスを新たに実施する中
小企業者等に対し、企業負担額の一
部を支援

子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ多様な
サービスメニューを、府内企業に対してカフェ
テリア方式で提供できる基盤を構築するため、

令和５年度交付実績
○子育て相談等の産前産後ケア、男性限定のオンライン育児相談サービス
：５件（京都市：４件、大阪市：１件）

11

今期の募集は
終了

子育てにやさしい職場環境づくり サービス創造補助金



１２

経営者向けセミナーの開催



令和6年度京都府当初予算「子育て環境日本一推進戦略事業費」

１３



１４

京都企業人材確保センター



（案） 

 

                         令和６年 月 日

  

 

 京都府議会議長 石 田 宗 久 殿 

 

        子育て環境の充実に関する特別委員長 古 林 良 崇

  

         閉会中の継続審査及び調査要求書 

 

 本委員会に付されている事件は、下記の理由により、引き続き審査及び

調査を要するものと認めるから、京都府議会会議規則第75条の規定により

申し出ます。 

 

                記 

 

１ 件  名 

出会い、結婚、妊娠、出産、保育・教育及び就労に至るまでの子育て

環境の充実のための施策（貧困対策、ひとり親家庭対策、ひきこもり対

策、児童虐待対策及びいじめ対策を含む。）について 

 

２ 理  由 

  審査及び調査が結了しないため 

 


